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第３号様式（第15条関係）

事業者排出量削減報告書

住所（法人にあっ
ては、主たる事務
所の所在地）

氏名（法人にあっ
ては、名称及び代

表者の氏名）

事業者の主たる
業種

年度 設備、工程等

パス車両 ｇＩＴヲＦ □ 

燃料消費 、lこ取り荘

本社および各事務所

５５３６ｔ－０４％ 

1１１２７０ｔ－２０％ 

P 

＊２１１６８０．６ －１．９ 

用途区分 原単位の指標 目標年度（計画） 増減率（計画〕 増減率（実績）

取組等（＝酸化炭素換算）

（整備面積） ｈａ（吸収丑） ｔ 

（利用丑） 、（則減量） ｔ 

（亮電辻） ｋwｈ（削減江） ｔ 

（熱供給量） ＧＪ（削減丘） ｔ 

（購入） ｋwｈ（HIjMR丑） ｔ 

取組等（＝酸化炭素換算）

（整備面碩） ｈａ（吸収丑）■■■■■
（利用量） 、（削減丑）￣
（亮電丑） ｋwｈ（目ﾘ減量）■■■■■
（律供給丑） ＧＪ（'i'｣戚丑）■■■E■
（購入） ｋwｈ（削減丑）

目標年度（計画） 増減率（肝面） 増減率（実績）

ご‐⑱8）１１６８０．６ －１．９％ －１．９％ 

注１咳当するロには、レ印を肥入してください。特定事業者以外の事業者の方はし印の妃入は不要です。

２「基準年度」とは計画期間の前年度を、「目標年度」とは計画期間の鍍終年度を、「報告年度」とは計画期間のうち、今回報告の対象となる年度をいいます。

３「事業所等排出区分」とは京都府内の事業所等の事業活動のためのエネルギーの使用に伴い発生する温室効果ガスを、「輸送車両排出区分」とは自動車運送事業者については使用の本拠の位麗を京都府内と
する車両の排出する温室効果ガスを、鉄道事業者については保有する貨物車両又は旅客車両の排出する温室効果ガスを、「その他排出区分」とは上毘以外の京都府内における事業所等の事藁活動に伴い発生
する温室効果ガスをいいます。

４「原単位当たりの温室効果ガス排出量等」の「用途区分」には、○○工場、事務所などの用途を肥入してください。「原単位の指概」には、分子の「二酸化炭素換算」の下に分母となる指楓（生産数量、延
べ床面積、走行距離等）を記入してください。

５「その他の地球温暖化対策による温室効果ガスの削減丑等」のうち「森林の保全及び整備」の「目極年度（計画）」欄には計画期間中の目極の累計を、「報告年度（実績）」掴には実績の累叶を肥入してく
ださい。

６「特配事項」には、平成２年度（１９９０年度）を基準とした排出量の対比や、省エネ製品開発など他者の温室効果ガス排出削減への貢献、グリーン鋼逮の採用、特定フロンなどの条例指定外の温室効果ガ
スの削減などを妃入してください。

住所（法人にあっ
ては、主たる事務
所の所在地）

京都市南区東九条南石田町５番地

氏名（法人にあっ
ては、名称及び代
表者の氏名）

京阪バス株式会社取締役社長塩田正

事業者の主たる
業種 一般乗合・貸切旅客自動車運送事業

該当する事業者
要件

辰京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第１号該当事業者（大規模エネルギー使用事業者（原油に換算して1,500キロリットル以上））

原

「

京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第２号又は第３号該当事業者（大規模運送事業者（トラック又はパス100台以上／タクシー150台以上／鉄道
車両150両以上）

京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第４号該当事業者（その他の温室効果ガスの大規模排出事業者（二酸化炭素に換算して3,000トン以上））

計画期間 ２０年４月～２３年３月

基本方針

エネルギー消費効率の改善、廃棄物排出量の削減、自社環境マネジメントシステムに基づきＣＯ２排出量の２％削減を目指す。

推進体制
自社環境マネジメントシステムに基づき、年度単位で実施計画を策定するとともに、進捗状況を管理する。

環境マネジメントシステム名称 京阪グループ環境マネジメントシステム

適用範囲 全社（全部門）

取得年月日

年度ごとの具体
的な取組及び槽
極の状況

年度

ワ (）～ワ `〕

『）０）

0-)0-） 
－－ 

設備、対象、工程等

パス車両

燃料消費

本社および各事務所

措置内容

新排出ガス規制適合車両への代替を進めた（H20.4～H､２３．３の間に124台増加く385台→509台＞）

アイドリングストップを含む二コ運転の実施に取り組み、対前年２％の燃費向上を目指した。

冷暖房や照明の適正な使用に取り組み、対前年１％の電力消費量削減を目指した。

温室効果ガスの
排出量等 排出区分

Ａ事業所等排出区分

Ｂ輸送車両排出区分

Ｃその他排出区分

排出合計

実績に対する自己評価

基準年度（実績）
(１９）年度

(二酸化炭素換算）

目標年度（計画）
(２２）年度

(二酸化炭素換算）

増減率
(計画）

報告年度（実績）
(２２）年度
(二酸化炭素換算）

増減率
(実績）

555.6ｔ 553.6ｔ －０．４％ 583.8ｔ 5.1％ 

11,356.0ｔ 11,127.0ｔ －２．０％ 11,103.7ｔ -2.2％ 

ｔ ｔ 船 ｔ 船

＊１ １１，９１１．６ｔ ＊２11,680.6ｔ －１．９％ ＊４ 11,687.5ｔ -1.9％ 

排出量実績は計画値とほぼ同じ値だった。計画期間の最終年度であるH22年度に計画目標を達成したことは評価できる。今後も、さらに
一層の取組みを推進し、排出量削減に取り組んでいく次第である。

原単位当たりの
温室効果ガス排
出量等

用途区分 原単位の指標

二酸化炭素換算

二酸化炭素換算

二酸化炭素換算

実績に対する自己評価

基準年度（実績） 目標年度（計画） 増減率（計画） 報告年度（実績） 増減率（実績）

船 船

船 ％ 

％ 船

その他の地球温
暖化対策による
温室効果ガスの
削減量等

対策等の区分

森林の保全及び整備

府内魔の木材の利用

自然エネルギーを利用した甑力
又は熱の供給

グリーン電力の購入

家庭における温室効果ガス排出
量の削減効果分の購入

削減量等合計

目標年度（計画）
取組辻等 (二酸化炭素換算）

(整備面積） hａ (吸収量） ｔ 

(利用丑〉 Iｎｏ (削減量） ｔ 

(亮電堂） kwｈ (削減量） ｔ 

(熱供給量） GＪ (削減丘） ｔ 

(購入丑） kwｈ (削減量） ｔ 

(購入量） ｔ (削減量） ｔ 

＊３ ｔ 

報告年度（実績）
取組辻等 (二酸化炭素換算）

(整備面積） hａ (吸収量） ｔ 

(利用量） １，０ (削滅丑） ｔ 

(亮電廷） kwｈ (削減量） ｔ 

(熱供給量） GＪ (削減丑） ｔ 

(購入量） kwｈ (削減丑） ｔ 

<購入量） ｔ (削減丘） ｔ 

ｔ ＊５ 

差引排出量

(排出合lif-削減等合計）

基準年度（実績）

＊１ 11,911.6ｔ 

目標年度（計画）

(銘)-(竃3）11,680.6ｔ

増減率（肝面）

-1.9％ 

報告年度（実績）

(軸)-(竃5）11,687.5ｔ

増減率（実績）

-1.9％ 

地球温暖化対策
に資する社会貢
献活動

1．ＣＮＧ（圧縮天然ガス）バス、アイドリングストップ装置装着バスなどを導入し、窒素酸化物や粒子状物質の排出量削減に努めている。

２．環境定期券制度やワンコインエコパスといった環境保護を目的とした割引乗車制度を制定し、公共交通機関の利用促進を図っている。

特記事項

１．地域の美化清掃活動に参加している。

2．社外の環境対策セミナー等へ積極的に参加するとともに、環境マネジメントシステムにより社員の意識改革を啓発している。


